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テンセント社、初のさいたま市入り 

 ２月２８日、世界最大のゲーム・ＩT企業であるテンセント・ホール

ディングス（本社 中国広東省深圳市）の公共政策部シニアディレ

クターのリー・シン・ゴー氏（シンガポール）が来日、さいたま市民シ

ルバーｅスポーツ協会と今後の展開について懇談しました。 

 リー・シン・ゴー氏は、「シルバーｅスポーツの取り組みや『ｅスポー

ツによる社会貢献』という方向性には大いに共感します。テンセン

ト・ホールディングスとしても、社会貢献に力を入れていますので、

協働してシルバーｅスポーツによる福祉活動を世界に推進したい」

と、決意を表明しました。 

■選ばれる都市であり続けるため 

 来るべき令和６年度は、コロナ禍を乗り越

え、新たな一歩を踏み出し、「さいたま市の新

時代」を切り拓いていく年であります。   

 今後到来する人口減少局面においても、

「選ばれる都市」であり続けるため、「さいた

ま市の新時代」にふさわしい都市へのシンカ

を目指し、市政を前に進めてまいります。  

■さいたま市の新時代に向けて 

「運命の１０年」から「シンカの１０年」へ  

 ◆選ばれる都市として、 

   新たなさいたま市の創造 

 ◆誰一人取り残さず、誰もが住みやすく 

   持続可能な地域社会の実現  

 ◆真に災害に強い 

   レジリエントシティ＊１の実現  

 ◆新たな時代に対応する市役所の創造  
■令和６年度予算案の概要 

  選ばれる都市として、さいたま市の 

新時代へのシンカに取り組む予算  

 来年度の一般会計当初予算総額は、 

 対前年度比６．４％増で７，１２０億円。 

 過去最大の予算規模。 

 特別会計予算総額は３，３５５億円、 

 企業会計予算総額は１，３４２億円、 

 全会計予算総額は 

     過去最大の１兆１，８１６億円。   

■令和６年度の主な事業等  

 ◆新時代を切り拓くさいたま市らしさの深化  

 ◆誰一人取り残さない 

   持続可能な地域社会の実現  

 ◆激甚化する自然災害への対策強化  

 ◆ＤＸ＊２推進と公民学共創による 

   質の高い市役所の創造  

 ◆先進技術で豊かな自然と共存する 

   環境未来都市の創造  

 ◆一人ひとりが “健幸”＊３を実感できる 

   スマートウエルネスシティの創造 

 ◆笑顔あふれる日本一の 

   スポーツ先進都市の創 造  

 ◆子どもたちの未来を拓く 

   日本一の教育都市の 創造  

 ◆ヒト・モノ・情報を呼び込み、 

東日本の未来創る対流拠点都市の創造  

 ◆子どもから高齢者まで、 

   あらゆる世代が輝ける まちづくり  

 ◆激動する新時代に「未来技術」で 

   躍動する地域産業づくり  

 ◆災害に強く、市民と共につくる 

   安全・安心なまちづくり  

 ◆環境に配慮したサステナブル＊４で 

   快適な暮らしの実現  

 ◆絆で支え合い、誰もが 

   自分らしく暮らせるまちづくり  

 ◆質の高い都市経営の実現  

■３つの「シンカ」 

 「シンカの１０年」について、「シンカ」には３ 

つの意味があります。 

 １つは進める「進化」。進める「進化」とは、

変わりゆく社会状況や自然環境に対し、柔軟

に適応し自らも変化しながら、持続可能な都

市へと成長していくことです。 

 ２つ目は深める「深化」。深める「深化」と

は、我がまち「さいたま」の誇りとも言える、本

市が有する魅力や資源、強みを掘り起こし、

創造し磨き上げていくことです。 

 ３つ目の「真価」とは、まだ現れていない実

力や価値を引き出し、本市の真の価値を最

大限に発揮することです。  

 かつて「進化論」を唱えたダーウィン、「変わ

らなきゃ」という言葉を放った野球のイチロー 

氏、彼らのあくなき探究心や向上心に負けな

い気概で、私も市政に全力で取り組んでま 

いります。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（さいたま市長 施政方針 

令和６年２月６日 市議会本会議場） 

 清水勇人 市長 

＊１ レジリエントシティ 

あらゆる自然災害やテロ、

サイバー攻撃といった混乱

等に耐え、可能な限り早急

に復旧し、より強靭になって

いく都市。  

 

＊２ ＤＸ 

さいたま市では、市民サー

ビスの向上と業務効率化を

目的として、デジタルトラン

スフォーメーション（DX）を

推進しています。 

窓口手続のオンライン化、

行政サービスのデジタル

化、デジタルデバイド（イン

ターネットやパ. ソコン等の

情報通信技術を利用できる

者と利用できない者との間

に生じる格差）の解消、デー

タの利活用、市役所の内部

業務におけるデジタルの活

用等、様々な視点から取組

を進めます。  

 

＊３ 健幸 

一人ひとりが健康で生きが

いを持ち、安心安全で心身

ともに豊かな生活を営むこと

ができること。 

 

＊４ サスティナブル 

「持続可能な」 

「維持できる」 

「継続性ある」 ということ。 

本紙質問で説明板修復完成 

Las campanas de Toluca 

世界最大のＩＴ・ゲーム企業テンセントが本市初訪問 

さいたま市市民活動サポートセンターで(2024-02-28) 

リー・シン・ゴー公共政策最高責任者 シルバーｅスポーツの世界普及を確認 森田孝シルバーｅスポーツ会長と 

 本紙は、さいたま市役所東側広場に建つ、本市姉妹

提携都市メキシコ合衆国トルーカ市から寄贈された「ト

ルーカの鐘」の「説明板」が老朽化して判読不明の状態

で放置されていることを発見。これは国際儀礼上極めて

無礼であると問題視し、２月２日開催の「地方記者クラ

ブ市長記者会見」で、この問題についての見解を尋ね

たところ、市長は５年度中の修復を表明しました。 

 「説明版」は３月２２日に修復。トルーカの鐘の意義が、

再び市民に認識していただけるようになりました。  

 修復とは言っても、元の重

厚な板の上に、説明文の

シールシートを貼っただけな

ので、原型復元までの応急

措置と受けとめられます。 

 また、「ふくら雀」として親し

まれていた「浦和市章」が

取り除かれたことは、今後、

議論を呼びそうです。 



 NISHI KITA OMIYA MINUMA CHUO SAKURA URAWA MIDORI IWATSUKI 

Q【阪本克己】 本市が「オーガニックビレッジ

宣言」を行うことが、都市近郊農業のメリットに

つながると考えるがいかがか。 

A【小川副市長】 有機農業を含む多様な担い

手が、相互理解のもと、共存共栄を図っていくことが、本市の特色

である都市農業としての魅力を高め、市全体の農業振興につな

がるものと考える。今後、農業者・消費者・販売・流通関連の事業

者などで構成する検討会を設置し、様々な立場か

らのご意見をいただきながら、オーガニックビレッジ

宣言の実現に向けて検討を進める。 

         「オーガニックビレッジ」とは（農水省） ➔ 

オーガニックビレッジ宣言 

Q【西山幸代】 市内の仮放免された難民の人

数、特定活動の在留資格で在留するウクライ

ナ避難民の人数について伺いたい。 

A【小川副市長】 市内における仮放免された

方の人数については、難民認定申請中であるかは不明となる

が、東京出入国在留管理局からの通知において、令和５年４月か

ら１２月までの間で１４名。ウクライナから本市へ避難されている

方は現時点で１２名。うち１１名が特定活動の在留資格。 

 ウクライナ避難民については、現在、避難民の方々からニーズ

が高まっている就労や日本語習得についても、他機関とも連携

し、きめ細やかな支援を行っている。 

ウクライナ避難民 

Q【小森谷優】 認知症事故救済制度の導入を

検討すべきではないか。 

A【高橋副市長】 本市では、認知症の方と共

生するまちづくりを目指す「さいたま市チームオ

レンジ」の取組を推進している。 

 認知症事故救済制度の導入については、国における検討の経

緯や他の自治体の導入状況のほか、必要性に関する様々な意

見がある。その政策効果や財源確保などが課題な

ので、国が行う事例や民間保険商品の開発や普及

状況を注視し、引き続き検討を続ける。 

        「チームオレンジ」とは（さいたま市） ➔ 

認知症事故救済制度 ゴミ屋敷 

Q【照喜納弘志 ＳＣＲ使用】 ごみ屋敷による、

近隣住民が抱える不安は空き家と同様だ。本

市として条例制定の検討を含め対応を伺う。 

A【市長】 本年１月１日付けで、関係局区が協

力・連携して取り組むための「不良な生活環境の解消等に関する

要綱」を定めた。今後は、当該要綱に基づき、相談等の受付か

ら、初期対応、関係局区による協議、案件への対応・支援の実

施、また、再発防止の取組までの一連の流れにより対応し、不良

な生活環境の解消等に取り組む。また、運用によって得られるノ

ウハウや課題を踏まえ、対応の改善を図り、国や他自治体の動

向を注視、条例制定を含めた更なる対応方法等を研究する。 

Q【新藤信夫 ＳＣＲ使用】 令和１０年４月に、

武蔵一宮氷川神社が創建２５００年を迎える。

市として、なすべきことの方向性はあるか。 

A【教育長】 氷川神社に関わる古文書を収蔵

する市立博物館において、口琴を始めとする出土資料、古文書

その他の指定文化財などの展示開催について検討を進める。こ

のような展示は、子どもたちのみならず多くの方々が、地域の文

化財や歴史を学ぶ良い機会になり、良好なコミュニ

ティ形成の一助にもなると考える。本市の歴史文化

資源を次世代に確実に伝えられるよう、努める。 

「氷川神社について」（武蔵一宮氷川神社） ➔ 

氷川神社創建２５００年 

Q【金井康博 ＳＣＲ使用】 市立学校の自校式

給食室の整備状況について伺う。 

A【教育長】 平成１３年の３市合併以来、小学

校及び中学校の給食室整備を進め、平成２７

年には、岩槻区の小・中学校２２校も含めて全ての市立小・中学

校の給食室整備が完了している。 

 加えて、平成２３年にはさくら草特別支援学校、平成２９年には

大宮国際中等教育学校（前期課程）の整備と共に給食室も整備し

た。ひまわり特別支援学校では、併設されているひまわり学園の

給食室からの給食提供となっているが、特別支援学校敷地内に

給食室を整備できないか、その可能性について研究する。 

自校式給食室 

Q【都築龍太】 大間木公園の暫定利用されて

いるグラウンドは、スポーツ施設を中心に市民

の方々に利用されている。一括管理した方が

望ましいと考えるが見解を伺いたい。 

A【都市局長】 大間木公園については、暫定供用しているグラウ

ンドは、多くの方がサッカーやソフトボールなどで利用されてい

る。また、「見沼通船堀公園」は、基本計画を見直し、大間木公園

にあるスポーツ施設の機能を取り入れ、見沼通船堀などの歴史

資産や見沼田圃などの環境資産が調和した魅力的な公園として

位置づけたい。見沼通船堀公園内に整備するスポーツ施設の管

理については、計画段階から庁内関係部局で調整を進める。 

大間木公園 

Q【青羽健仁】 内閣府は、嵐山町にある国立

女性教育会館の建物の廃止と機能の移転を

方針として出している。さいたま市としては、男

女共同参画の推進を図るため、市内への誘致

を埼玉県に働きかけるべきと考えるが見解を伺う。 

A【日野副市長】 本市としては、国立女性教育会館の機能につ

いて、男女共同参画推進センターとの連携や情報の共有、知見

の集積という観点から、大変意義深いものであると

いうふうに考えている。 

 今後の国や県の動向を注視する。 

「国立女性教育会館」ＨＰ ➔              

国立女性教育会館 

Q【竹腰連 ＳＣＲ使用】 与野中央公園５０００

人アリーナ建設計画等について、市民に対し、

市長が直接説明をする必要がある。 

A【高橋副市長】 （仮称）次世代型スポーツ施

設の整備については、自治会の会合等で市長自らが、（仮称）次

世代型スポーツ施設の意義や検討状況などについて、丁寧に説

明し、率直な意見の交換を行ってきたものと認識する。 

 今後も引き続き、市長を先頭に、関係部局が連携

し事業を進めることとあわせて、事業の進捗等に応

じ、市民の皆様に対し、丁寧に説明する。 

（仮称）次世代型スポーツ施設整備事業➔ 

与野中央公園アリーナ 

Q【小柳嘉文 ＳＣＲ使用】 積極的にネット中

毒・ゲーム中毒問題に取り組む必要がある。

現状の認識と今後の対応について伺いたい。 

A【高橋副市長】 こころの健康センターでは、

インターネットやゲームの問題に関する相談も受けていて、令和２

年から４年では、３５６件のゲームにかかる相談があった。その際

には、専門の医療機関受診や家族会参加を促す等、状況に応じ

た支援も行っている。 

 また、ホームページの充実やＳＮＳによるプッシュ

型通知の活用など周知啓発の拡充に努める。 

さいたま市こころの健康センター ➔ 

ネット・ゲーム中毒 

Q【松村敏夫 ＳＣＲ使用】 本市の男女共同参

画推進本部は、女性の比率が２．６％で、男性

の比率が高い。推進本部を補完する組織とし

て、女性のみの組織をつくるのが効果的。 

A【日野副市長】 本市における男女共同参画社会の実現に向け

た推進体制として、市長を本部長とし、副市長、各局区長等を本

部員とする男女共同参画推進本部を設置しているが、男性の比

率が高い状況にある。女性が政策・方針決定過程に参画すること

は、ジェンダー平等に向けた取組を行う上で極めて重要なので、

ご提案の「女性のみの組織をつくること」については、推進本部

の、効果的な在り方を検討する中で、研究する。 

ジェンダー平等 

Q【堀川友良 ＳＣＲ使用】 「特別市」は、「二重

行政の解消」につながる。「特別市」に移行す

るとどのようなメリットがあるか示してほしい。 

A【高橋副市長】 「特別市」制度は、「大阪都

構想」と同様、「二重行政」が解消される制度であると認識する。 

 例えば、保育行政は市が、幼稚園は県が担当している、それを

一つの自治体が担当することにより、行政の効率化が図られる。 

 また、新型コロナウイルスの際に、県を介して国

からの情報を得ていたが、国から直接情報が入っ

てくる。そういう事務が一元化される。 

「特別自治市」制度法制化を目指す さいたま市 ➔ 

特別自治市 

市議会本会議場でスクリーン（ＳＣＲ）を使って質問した議員一覧 

令和５年２月定例会 

 １３名中７名 

・神崎功 議員 

・添野ふみ子 議員 

・高子景 議員 

・井原隆 議員 

・松下壮一 議員 

・竹腰連 議員 

・金子昭代 議員 

 

 

 

 

令和５年６月定例会 

 ２１名中９名 

・土橋勇司 議員 

・久保美樹 議員 

・池田めぐみ 議員 

・大貫田鶴子 議員 

・金井康博 議員 

・佐伯加寿美 議員 

・佐藤征治郎 議員 

・出雲圭子 議員 

・尾上貴明 議員 

 

 

 

令和５年９月定例会 

 ２０名中１２名 

・添野ふみ子 議員 

・吉田一志 議員 

・鳥羽恵 議員 

・金子昭代 議員 

・小柳嘉文 議員 

・吉田一郎 議員 

・斉藤健一 議員 

・石関洋臣 議員 

・服部剛 議員 

・佐藤征治郎 議員 

・津和野眞佐子 議員 

・佐々木郷美 議員 

令和５年12月定例会 

 ２１名中１０名 

・川崎照正 議員 

・秋山朋彦 議員 

・桶本大輔 議員 

・池田めぐみ 議員 

・稲川智美 議員 

・谷中信人 議員 

・久保美樹 議員 

・関ひろみ 議員 

・吉田一郎 議員 

・中山欽哉 議員 

 

 

令和５年２月定例会 

 １２名中７名 

・照喜納弘志 議員 

・新藤信夫 議員 

・金井康博 議員 

・松村敏夫 議員 

・竹腰連 議員 

・堀川友良 議員 

・小柳嘉文 議員 

本会議場ＬＥＤビジョン導入の議会改革を！ 
 平成２２（２０１０）年にさいたま市議会本会議場に設置されたスクリーンは、多くの質問と答弁で

有効に活用されていません。 

 インターネット議会中継を傍聴している市民に向けても、質問資料が放映されるので、質疑内

容が視覚的に確認されます。 

 質問時のみならず、答弁時の資料提示・各種報告事項、市長あいさつでもスクリーンを活用す

るよう、議員と執行部両者の創意工夫に期待します。 

 なお、時代遅れのプロジェクターによるスクリーン投影では画面の鮮明度・細密度に欠けるの

で、全国初となる本会議場への「ＬＥＤビジョン」導入という議会改革を市民提案します。（臣） 


